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日本共産党の見解を紹介します。
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ご一緒に、障害者の暮らしと権利を守り、平和な日本をーー日本共産党
民主党の鳩山政権は、国民の期待と公約を裏切り、わずか８カ月で退陣に追い込まれました。替わって登場した菅内閣は、国民の怒りを受け止め、反省すべきは反省するという態度で出発しているでしょうか。
米軍普天間基地問題では、沖縄・名護市辺野古に新基地を押し付ける日米合意をあくまでも実行するという態度です。政治とカネの問題でも、小沢幹事長の辞任によって「けじめをつけた」などと、疑惑の真相究明に背を向けています。暮らしや社会保障についても、後期高齢者医療制度の廃止を先送りし、労働者派遣法の改正は抜け穴だらけのザル法にしてしまうなど、公約は投げ捨てられたままです。
そのうえ菅内閣は、大企業の法人税を減税する一方で、消費税を増税する方向をはっきりと打ち出してきました。消費税は、所得の低い人ほど重い税負担を課せられる最悪の不公正税制です。大企業減税の穴埋めに、障害者、国民に負担を押し付ける、こんな逆立ちをしたやり方は許せません。菅首相の言う「強い経済」とは、誰のためのものかがハッキリしました。
なぜ、菅政権は、「政治を変えてほしい」という国民の期待に背を向ける方向へ突き進んでいるのでしょうか。
　それは、沖縄県民、日本の国民よりアメリカを優先する、財界・大企業の要求には逆らわない、この政治の基本姿勢が自民党政治と同じだからです。

　日本共産党は、志位和夫委員長がアメリカに行って、堂々と、沖縄の普天間基地撤去を要求しました。トヨタなど大企業に、労働者の雇用を守るようきちんとものを言っています。
いま、日本の政党で、アメリカにも、財界にも、国民の立場できちんとモノが言える政党は、日本共産党だけです。日本共産党は、基地問題でも、派遣労働の問題でも、また障害者のいのちと権利を守る問題でも、国民のみなさんと力をあわせて活動し、政治を前に動かしています。企業献金も、政党助成金も受け取らない政党だからこそ、国民の立場でがんばれます。
　

●日本共産党の７つのお約束

日本共産党は、視覚障害者の暮らしと権利を守るために、次の７つの政策を実現するためにがんばります。
１、先の国会で、障害者自立支援法の延命につながる障害者自立支援法改定案を、民主党と自民党、公明党が一緒になってごり押ししてきました。「私たちのことは私たち抜きで決めないで」という障害者の声を踏みにじるやり方に、障害者の大きな怒りが広がり、法案は審議未了・廃案になりました。この法案に、一貫して反対をつらぬいたのは日本共産党だけです。
日本共産党は、応益負担のすみやかな撤廃、障害者自立支援法を廃止して人権を守る新しい総合福祉法の制定をすすめます。施設への報酬を月額制に戻し、移動支援および日常生活用具給付事業を拡充し、地域格差をなくしてお金の心配なく制度が利用できるようにします。

２、日本共産党は、視覚障害者のみなさんと力をあわせ、JRの山の手線をはじめ各地の鉄道駅に可動式ホーム柵を設置させるとりくみをすすめています。また、銀行ATM（現金自動預払機）を、視覚障害者対応機に改善するよう国会で繰り返し要求してきました。その結果、視覚障害者対応のATMは、この４年で３倍以上に増加しました。点字母子手帳の発行、子どもを伴っての視覚障害者の飛行機への搭乗が実現したのも、日本共産党の国会質問がきっかけです。これからも、点字ブロック・音響式信号機などの増設、ハイブリッド車などの車の走行音が聞こえない車両の存在が確認できるようにする対策をすすめるなど、安全・安心な社会参加のための環境整備をすすめます。
３、視覚障害者の就業率は、国の調査でも５人に１人と深刻です。障害者特別採用制度での点字受験の普及をすすめ、大企業に雇用率を守らせ、雇用の場をひろげます。あんま・はり・きゅう業における無免許のとりしまりの強化を国につよく要求します。

４、テレビの地上デジタル放送の実施にあたって、視覚障害者も平等にテレビが楽しめるようにするために、リモコン操作の音声サポートの実現をはかります。
５、弱視者・中途視覚障害者の福祉と社会参加をすすめるために、ロービジョンケア（保持されている視機能を活かし、自立した生活を可能とするよう支援する眼科医療）の診療報酬化を実現し、本人と支援者との協力体制を拡充します。また両眼の視力の和で身体障害者手帳の等級を決めている根拠のまったくない判定のしくみを改めさせ、見え方に応じた支援の仕組みを推進します。
６、障害基礎年金を、人間らしく生活できる水準へ大幅に引き上げます。後期高齢者医療制度の即時廃止、私立高校の授業料実質無償化、高校と大学での返済不要の奨学金制度の創設をすすめます。
７、社会保障の財源について、民主党も、自民党も、みんなの党も、消費税を増税するという点では一致しています。どの党も、最大の浪費である軍事費や大企業にたいするゆきすぎた減税をただす姿勢はありません。日本共産党は、年５兆円にのぼる軍事費にメスを入れることをはじめ、あらゆるムダを見直します。憲法違反の政党助成金（年320億円）をやめるだけで、障害者福祉の応益負担はすぐに廃止できます。大企業・大資産家にたいするゆきすぎた減税をただして財源を確保します。消費税の増税は必要ありません。
アメリカと財界に、国民の立場でモノが言える党、日本共産党が伸びてこそ、障害者や国民の暮らしを守り、平和な日本への道を切り開くことができます。みなさんのご支援を心からお願いします。
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